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2026年11月２日 

各 位 

会 社 名 大栄環境株式会社 

代表者名 代表取締役社長 下田 守彦 

 （コード番号：9336 東証プライム市場） 

問合せ先 常務執行役員総合政策本部長 大塚 健護 

 （TEL. 078-857-6600） 

 

 

株式会社トーシン及び株式会社レコの新設分割会社の 

株式取得（連結子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日、2026年９月18日付「株式会社トーシン及び株式会社レコの民事再生スポンサー

支援に関する基本合意書の締結について」にて公表いたしましたとおり、株式会社トーシンが運

営するリサイクルPETフレーク及びペレットの製造販売等事業及び株式会社レコが運営するリサ

イクルシート製造事業（以下、「対象事業」という。）を承継することを目的として、株式会社ト

ーシン及び株式会社レコが共同新設分割方式により設立するトーシン株式会社の全株式を取得し、

連結子会社化いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

 当社グループは、廃棄物処理・資源循環を主たる事業に土壌浄化や施設建設・運営管理等、

環境創造に係るバリューチェーンを幅広く展開し、脱炭素社会や循環経済への転換に向けた世

界的潮流の中で特定した５つの重要課題の解決に向けて、社会インフラを担う企業として社会

的価値及び当社グループの価値の最大化を推進しております。 

 本対象事業は、使用済ペットボトルを原料としてPETフレークやペレットを製造するとともに、

たまごパックやクリアファイルなどの製品へ再生する技術とノウハウを有しております。当社

グループが手掛けているポリプロピレンやポリエチレンなどのプラスチック廃棄物のリサイク

ルや製造施設の設計において、これらの技術やノウハウが活用できるため、将来の当社グルー

プの成長と拡大に資するものと考えております。 

 当社グループは、今後も資源循環システムの構築に資する取組みを推進し、持続可能な循環

型社会の形成に貢献するとともに、さらなる事業成長を図ってまいります。 
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２．異動する子会社の概要 

（１） 名称 トーシン株式会社 

（２） 所在地 三重県伊賀市柘植町栂原853番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 大田 成幸 

（４） 事業内容 

① 合成樹脂建材製品の製造、販売 

② 使用済ペットボトルを原料とするPETフレーク及びペ

レットの製造、販売 等 

（５） 資本金 80百万円 

（６） 設立年月日 2026年11月２日 

（７） 
大株主及び持株比率 

（自己株式を除く） 

株式会社トーシン    87.3% 

株式会社レコ      12.7% 

（８） 
上場会社と当該会社 

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 
当社の取締役及び従業員２名が当該会

社の取締役に就任しております。 

取引関係 該当事項はありません。 

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１）株式会社トーシン 

（１） 名称 株式会社トーシン 

（２） 住所 滋賀県甲賀市甲賀町隠岐2403番地の20 

（３） 代表者の氏名・役職 代表取締役 平本 元淑 

（４） 事業内容 リサイクルPETフレーク及びペレットの製造販売等 

（５） 資本金 20百万円 

（６） 設立年月日 1992年10月12日 

（７） 直近の経営成績 売上高 806百万円（2025年９月） 

 

（２）株式会社レコ 

（１） 名称 株式会社レコ 

（２） 住所 滋賀県甲賀市甲賀町隠岐2403番地の20 

（３） 代表者の氏名・役職 代表取締役 平本 元淑 

（４） 事業内容 リサイクルシート製造 

（５） 資本金 90百万円 

（６） 設立年月日 2001年６月５日 

（７） 直近の経営成績 売上高 138百万円（2026年４月） 

 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 ０株 

（２） 取得株式数 1,600株（議決権の数：1,600個） 

（３） 取得価額 

取得価額については、相手先との合意により開示を控え

させていただきますが、適切なデューデリジェンス結果

に基づき、双方協議の上、公平・妥当と考えられる金額に

て決定しております。 

（４） 異動後の所有株式数 
1,600株 

（議決権の数：1,600個）（議決権所有割合：100.0％） 
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５．日 程 

（１） 取締役会決議日 2026年９月30日 

（２） 契約締結日 2026年10月13日 

（３） 株式譲渡実行日 2026年11月２日 

 

 

６．今後の見通し 

 本件による2027年３月期の当社連結業績への影響は軽微でありますが、開示すべき事項が今

後発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


